
（（（（3333））））都道府県財政比較分析表都道府県財政比較分析表都道府県財政比較分析表都道府県財政比較分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算))))
奈良県奈良県奈良県奈良県平成平成平成平成22222222年度年度年度年度人人人人 口口口口面面面面 積積積積歳歳歳歳 入入入入 総総総総 額額額額歳歳歳歳 出出出出 総総総総 額額額額実実実実 質質質質 収収収収 支支支支標標標標 準準準準 財財財財 政政政政 規規規規 模模模模地地地地 方方方方 債債債債 現現現現 在在在在 高高高高 1,406,7011,406,7011,406,7011,406,7013,691.093,691.093,691.093,691.09480,975,697480,975,697480,975,697480,975,697469,086,212469,086,212469,086,212469,086,2125,279,5615,279,5615,279,5615,279,561309,644,566309,644,566309,644,566309,644,5661,072,099,4721,072,099,4721,072,099,4721,072,099,472 人人人人((((HHHH23232323....3333....31313131現在現在現在現在))))ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円千円 実実実実 質質質質 赤赤赤赤 字字字字 比比比比 率率率率連連連連 結結結結 実実実実 質質質質 赤赤赤赤 字字字字 比比比比 率率率率実実実実 質質質質 公公公公 債債債債 費費費費 比比比比 率率率率将将将将 来来来来 負負負負 担担担担 比比比比 率率率率 --------11.511.511.511.5215.8215.8215.8215.8 ％％％％％％％％％％％％％％％％ググググ ルルルル ーーーー ププププ(((( 年年年年 度度度度 毎毎毎毎 )))) HHHH18  18  18  18  Ｄ     Ｄ     Ｄ     Ｄ     HHHH19  19  19  19  Ｃ     Ｃ     Ｃ     Ｃ     HHHH20  20  20  20  ＣＣＣＣHHHH21  21  21  21  Ｃ     Ｃ     Ｃ     Ｃ     HHHH22  22  22  22  ＣＣＣＣ 当　該　団　体　値グループ内平均値グループ内の 最大値及び最小値※　グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。　　　　Ａグループ　1.000以上、Ｂグループ　0.500以上1.000未満、Ｃグループ　0.400以上0.500未満、Ｄグループ　0.300以上0.400未満、Ｅグループ　0.300未満※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.42][0.42][0.42][0.42] グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位7/117/117/117/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均0.490.490.490.49財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄グループ内平均を下回っているのは、三位一体改革による税源移譲や臨時財政対策債発行可能額の増化等により財政力指数が上昇し、平成19年度において本県がⅢグループからⅡグループに移ったことによるものである。県税収入が歳入全体の2割強に留まるなど、財政基盤は脆弱であり、今後も歳入の確保、歳出の節減合理化に努める。0.300.330.360.390.420.450.480.51 0.400.400.400.400.470.470.470.470.440.440.440.440.460.460.460.460.450.450.450.450.430.430.430.430.350.350.350.35 H22H21H20H19H18 0.420.420.420.420.440.440.440.440.440.440.440.440.420.420.420.420.400.400.400.40

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [88.3%][88.3%][88.3%][88.3%] グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位3/113/113/113/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均91.991.991.991.9経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄グループ内平均を下回っているのは、公債費が他団体に比べて低いこと、平成22年度決算において、地方交付税収入が増となる一方で人件費が減になったことによる。今後も、人件費総額を抑制するとともに、通常債の発行抑制を継続するなど、経常的な経費の抑制に努める。(%)
98.096.094.092.090.088.086.0 94.294.294.294.287.687.687.687.690.790.790.790.794.594.594.594.595.395.395.395.396.496.496.496.493.093.093.093.0 H22H21H20H19H18

88.388.388.388.395.695.695.695.696.496.496.496.495.195.195.195.192.692.692.692.6
人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額[[[[114114114114,,,,916916916916円円円円]]]] グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位1/111/111/111/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均117,663117,663117,663117,663人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額のののの分析欄分析欄分析欄分析欄グループ内で最も少ないのは、定員削減により人口10万人当たりの職員数がグループ内で最も少ないことや、物件費等の節減合理化を行ってきたことによるものである。今後も、人件費総額の抑制や物件費等の節減合理化に努める。(円)

180,000170,000160,000150,000140,000130,000120,000110,000100,000
164,440164,440164,440164,440114,916114,916114,916114,916136,015136,015136,015136,015135,367135,367135,367135,367134,676134,676134,676134,676139,719139,719139,719139,719141,248141,248141,248141,248 H22H21H20H19H18
114,916114,916114,916114,916114,530114,530114,530114,530115,372115,372115,372115,372116,545116,545116,545116,545120,572120,572120,572120,572 給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [100.8][100.8][100.8][100.8] グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位10/1110/1110/1110/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均99.399.399.399.3ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄グループ内平均を上回っているが、地域手当を考慮した場合には指数が97.0となり、地域手当考慮後のグループ内平均の98.6を下回ることとなる。これは本県の地域手当の支給率が、国基準より低いことによるものである。今後も適正な給与水準を維持するため、諸手当の見直しなど引き続き情勢の変化に応じた見直しを行う。103.0102.0101.0100.099.098.097.096.0

101.8101.8101.8101.897.497.497.497.499.599.599.599.599.299.299.299.298.598.598.598.599.299.299.299.299.099.099.099.0 H22H21H20H19H18 100.8100.8100.8100.8100.1100.1100.1100.1100.3100.3100.3100.3100.4100.4100.4100.4100.4100.4100.4100.4

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況人口人口人口人口10101010万人当万人当万人当万人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[1111,,,,105105105105....00000000人人人人]]]] グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位1/111/111/111/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均1,133.741,133.741,133.741,133.74人口人口人口人口10101010万人当万人当万人当万人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄グループ内で最も少ないのは、平成11年度から22年度までの12年間にわたる定員削減の実施により2,756人（21,227人→18,471人）を削減したことによるものである。今後も、新たに策定した定員適正化計画に基づき、更なる定員適正化に取り組む。(人)
1,700.001,600.001,500.001,400.001,300.001,200.001,100.001,000.00

1,557.611,557.611,557.611,557.611,105.001,105.001,105.001,105.001,316.531,316.531,316.531,316.531,317.201,317.201,317.201,317.201,337.781,337.781,337.781,337.781,339.801,339.801,339.801,339.801,414.391,414.391,414.391,414.39 H22H21H20H19H18
1,105.001,105.001,105.001,105.001,108.581,108.581,108.581,108.581,112.531,112.531,112.531,112.531,121.491,121.491,121.491,121.491,135.471,135.471,135.471,135.47

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [11.5%][11.5%][11.5%][11.5%] グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位1/111/111/111/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均13.513.513.513.5実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄グループ内で最も少ないのは、臨時財政対策債等を除いた通常債について発行抑制に努めてきたことや、交付税措置のある財源的に有利な県債を活用してきたことによるものである。引き続き今後の公債費負担の軽減のため、通常債の発行抑制に努める。(%)
20.018.016.014.012.010.0

18.218.218.218.2
11.511.511.511.515.515.515.515.515.115.115.115.116.616.616.616.614.514.514.514.516.016.016.016.0 H22H21H20H19H18
11.511.511.511.511.711.711.711.711.811.811.811.812.312.312.312.312.612.612.612.6

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [215.8%][215.8%][215.8%][215.8%] グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位6/116/116/116/11 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均220.8220.8220.8220.8将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄グループ内平均を下回っているのは、臨時財政対策債等を除いた通常債について発行抑制に努めてきたこと、交付税措置のある財源的に有利な県債を活用してきたこと、平成21年度及び平成22年度において財政調整基金や県債管理基金の取崩しを行わない一方で、決算剰余金等を基金に積み立てたことによるものである。引き続き通常債の発行抑制や定数適正化に努め、将来負担を極力軽減する。(%)
300.0280.0260.0240.0220.0200.0180.0160.0

274.6274.6274.6274.6183.2183.2183.2183.2222.2222.2222.2222.2238.3238.3238.3238.3267.2267.2267.2267.2239.9239.9239.9239.9 H22H21H20H19H18 215.8215.8215.8215.8237.1237.1237.1237.1252.2252.2252.2252.2247.1247.1247.1247.1
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